
 

参考資料 

 

   制 定 要 旨 

 

地方公務員法第２９条第２項の規定に基づき、退職して派遣された後に復職

した職員について、退職前の事由に関し懲戒処分を行うことができることとな

る派遣対象の法人を定めるため、この条例を制定するものである。 

 

 

 

議案第１７１号 

 

川崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

川崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

平成２８年１１月２８日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

川崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１９年川崎市条例第５３号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第２項に次の２号を加える。 

⒀ 特別支援学校業務手当 

⒁ 夜間学級業務手当 

第１５条第１項各号列記以外の部分中「市立高等学校」を「川崎市立学校（川

崎市立看護短期大学を除く。以下「市立学校」という。）」に改め、同項第１

号中「市立高等学校又は川崎市立川崎高等学校附属中学校（以下「市立高等学

校等」という。）」を「市立学校」に改め、同項第２号中「生徒」の次に「、児

童又は幼児（以下「生徒等」という。）」を加え、同項第３号中「生徒」を「生

徒等」に改め、同項第４号中「市立高等学校等」を「市立学校」に、「生徒」

を「生徒等」に改める。 

第１９条を第２１条とし、第１８条を第２０条とし、第１７条第１項中「第

議案第１７１号



１５条」を「第１７条」に改め、同条を第１９条とし、第１６条を第１８条と

し、第１５条の次に次の２条を加える。 

 （特別支援学校業務手当） 

第１６条 特別支援学校業務手当は、川崎市立特別支援学校の主幹教諭、教諭、

養護教諭等で生徒等に対して行う指導の業務に従事したもの（規則で定める

ものに限る。）に支給する。 

２ 特別支援学校業務手当の額は、従事した日１日につき６００円を超えない

範囲内において規則で定める。 

 （夜間学級業務手当） 

第１７条 夜間学級業務手当は、夜間学級を置く川崎市立中学校の主幹教諭、

教諭、養護教諭等で夜間学級において生徒に対して行う指導の業務に従事し

たもの（規則で定めるものに限る。）に支給する。 

２ 夜間学級業務手当の額は、従事した日１日につき２，２００円を超えない

範囲内において規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

市町村立学校職員給与負担法の一部改正により、県費負担教職員の給与負担

等が移譲されたことに伴い、教員特殊業務手当の支給を受ける者の範囲を改め、

並びに特別支援学校業務手当及び夜間学級業務手当を新設するため、この条例

を制定するものである。 

議案第１７２号 

 

川崎市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

川崎市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制

定する。 

 

平成２８年１１月２８日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

川崎市職員の育児休業等に関する条例（平成４年川崎市条例第２号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第１号中「育児休業法」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２６条の６第７項又は育児休業法」に改める。 

第１０条第１号中「育児休業法」を「地方公務員法第２６条の６第７項又は

育児休業法」に改める。 

第２２条第２号中「（昭和２５年法律第２６１号）」を削る。 

 附則第９項を附則第１０項とし、附則第８項の次に次の１項を加える。 

（県費負担教職員の給与負担等の移譲に伴う経過措置） 

９ 平成２９年４月１日（以下「移譲日」という。）の前日において、学校職

員の給与等に関する条例（昭和３２年神奈川県条例第５６号）の適用を受け

ていた職員で、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律（平成２６年法律第５１号）第５条の規定


